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【１】導入  

Ⅰ 今日の脱炭素状況 

 今日、世界では脱炭素の動きが進んでおり、COP26などの気候変動対策会議が開催された他、

世界全体の脱炭素の目標として、パリ議定書やSDGsの第7条等が掲げられている。2021年に行わ

れたCOP26を例に挙げると、世界ではG20のすべての国を含む150か国以上が年限付きのカーボン

ニュートラル目標を掲げている。日本も世界の脱炭素の流行についていくために、2015年のパ

リ協定の際には2030年度に達成を目指す目標を設定した。さらに同時期に2050年度に達成を目

指す目標を設定した。2030年目標として掲げているものを詳しく本論文では検討していく。 

 

 

II 2030年、2050年目標とは 

 2030年目標とは、日本政府がパリ協定

のあとに定めた長期的な温室効果ガスの

低排出型の発展のための戦略である。左

の図の通り、具体的には、2030年度の温

室効果ガスを46％減(2013年比較)、さら

に再生可能エネルギーの発電量を全体の

発電量の36〜38％にすることを掲げてい

る。 

 2050年目標とは、30年目標と同じくパリ

協定のあとに作成されてたものであり、205

0年までに温室効果ガスの排出を実質0にす

ることを掲げている。 

 そこで本論文では、現在日本の再生可能

エネルギーの主軸である太陽光について考

察した上で、いかに日本の2050年目標を達

成させるかについて政府に提案する。 

 

Ⅲこれからの日本はどうすればいいか 
 2050年目標において日本は再生可能エネルギーや原子力発電等の発電時に二酸化炭素を排出

しない発電方法を模索していく必要があり、そのために政府もグリーン成長戦略なるものを打

ち出している。しかし、原子力を主要電源にするのは難しい。その理由は主に2つある。 

(1) 安全性 

 2011年に発生した福島第一原発事故の影響もあり、日本のみならず世界中から原子力発電所

の安全性に関する懸念が大きくなり、日本政府も原子力発電への依存度を極力低減しようとし

ています。 

(2)世界の脱原子力化 

 現在世界では、中国やロシアのような国営メーカーが新規に原子力発電所を建設している以

外で、欧米や日本の大手原発メーカーは多くが経営危機や撤退を迎えている。また、イギリス

やフランスは政府が原発新設計画を打ち出しているが、投資市場はすでに原子力に投資する関

心がないのが現状である。 



 

以上の２つの理由から日本はグリーンエネルギーについては原子力ではなく再生可能エネル

ギーのほうが伸びしろがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【２】現状分析 
Ⅰ太陽光発電と他の再生可能エネルギーの比較 

 再生可能エネルギーは太陽光以外にも水力、風力、地熱、バイオマス発電とあるが、なぜ本

論文では太陽光発電に注目したのかについてここで説明していく。 

(1)水力発電 

 水力発電は現在日本で使用されている再生可能エネルギーでも上位の量を占めている。しか

しそれゆえに水力発電のデメリットも無視できないものになっている。水力発電のデメリット

は主に2つある。下記の2つの理由から水力発電所をこれ以上増やすのは困難である。 

①ダム建設の際に大規模な場所を水没させる必要があるため、生態系破壊につながる恐れがあ

る。 

②日本では河川に関する権利がとても複雑であり、各自治体が管理しているためダムをこれ以

上増設するのは困難である。 

(2)風力発電 

 風力発電は太陽光と同じく資源の枯渇を心配する必要がなく、夜も発電できる点が強みであ

るが、それ以上のデメリットが3つある。 

①風力発電が普及しているヨーロッパでは、偏西風が安定的な発電量をもたらすが、日本では

安定的な風は海沿いの一部でしか吹かないため、風力発電に適した土地が少ないのである。 

②日本では台風が起きることが頻繁にあり、毎度その際に風力発電を停止させることで風力発

電の効率は季節によって大きく変わるのである。 

③次世代の大規模集電施設として期待されている洋上風力発電に関して、日本は遠浅の海域が

少なく着床型発電が可能なエリアが少ない。そして、拡大が期待されている浮体型発電につい

ては技術開発の問題点が多く、10年以内での実用化は困難である。 

(3)地熱発電 

 日本の地熱資源量は世界3位であり、地熱発電所を大量に作れば2050年目標に達成できると思

われがちだが、デメリットの部分が先ほどの水力発電や風力発電よりも著しい。 

①日本にある熱源となる土地は国公立公園や温泉地帯に多く存在し、地熱発電所の建設は困難

である。 

②建設費がとても高く、1キロワットあたりの建設費を見ても、地熱は風力や太陽光の2〜4倍あ

る。 

(4)バイオマス発電 

 バイオマス発電はカーボンニュートラルの最たる例であるが、デメリットが大きく、近年の

日本では年間で約0.3％ほどしか伸びていない。 

①バイオマス発電で使用される燃料は約76％が海外からの輸入に依存しており、非常に不安定

である。 

②バイオマス発電は太陽光などの発電方法と比べると圧倒的に費用が高く、その理由として

は、①にも述べたような輸入による費用や運搬の費用があり、発電コストを高めている。 

 以上述べたように、太陽光発電以外の再生可能エネルギーは現時点においてどれも非常に大

きなデメリットを抱えており、急速な発電量の伸びは期待できないため、本論文では太陽光発

電に注目した。 

 

Ⅱ太陽光発電を促進する意義及びメリット 

⑴ 環境負荷の低減 



 

 太陽光発電は、太陽からの光エネルギーを直接電気に変換する発電方法であるため、発電時

には二酸化炭素を排出しない。そのため図2のように、化石燃料に依存する発電方法と比べて、

環境に与える負荷は小さい。 

 

 
図2 各電源の二酸化炭素排出量 

 

⑵エネルギー自給率の向上  

 日本の2020年度のエネルギー自給率(IEAベース)は11.2％であり、エネルギー原材料のほとん

どを海外からの輸入に依存している。石油や天然ガス等はエネルギー自給率が低いため、海外

でエネルギー供給に問題が発生した場合、国内に甚大な被害を与えることになる。一方で、太

陽光発電は太陽光をエネルギー源としている。太陽光発電の導入を促進することにより、エネ

ルギー自給率を高めることができるので、自給率が低い日本にとって、社会的意義が大きいと

言える。 

 

Ⅲ 日本の太陽光発電の現状 

 日本の太陽光発電の導入量は近年急速に伸びている。図3は、日本の太陽光発電導入量の推移

である。2015年には34.4GWであったのに対し、2020年には71.4ＧＷにまで達している。  

 また、2020年までの太陽光発電累積導入量を国別ランキングで示すと日本は中国、アメリカ

に次いで3位に、また、2020年の年間導入量の国別ランキングでも中国、アメリカ、ベトナムに

次ぐ４位に位置しており、日本は太陽光発電の導入が比較的進んでいると言える。   



 

 

 

図3 日本の太陽光発電導入量の推移 

図4 2020年の年間太陽光発電設備導入量、太陽光発電導入量上位10ヵ国 

 

Ⅳ 太陽光発電に関する2030、50年目標 

 日本は2015年のパリ協定が採択された翌年、2016年の5月に地球温暖化対策計画を策定し、そ

こには温室効果ガスを2030年までに26%削減するとともに、2050年までに80％削減することが盛

り込まれた(2013年比）。 

 そして2020年10月、菅義偉前首相が2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにす

ることを宣言し、2021年4月には、2030年度の温室効果ガス排出量を2013年度比46％削減すると

を提示した。その具体案として、経済産業省は、2030年までに日本の総発電量の36〜38%を再生

可能エネルギーで賄う目標をエネルギー基本計画に記載した。その中で太陽光発電は、2030年

度に100GWの発電量を目指している(導入量は2020年時点で71,4GWである)。 

 また、JPEA(一般社団法人太陽光発電協会)は、日本は2050年に太陽光発電の導入量を300GWま

で増加することを目標としている。 

 

Ⅴ 太陽光発電の目標と現状の乖離 

 太陽光発電の目標は前述の通りであるが、図２からもわかるように、2015年から2019年にか

けて、日本の太陽光導入量推移の平均は7.4GW/年であり、現在のペースで増加しても2050年目

標には届かない計算となる。加えて、日本の国土のおよそ７割は森林で日照条件の良い平地は

限られており、太陽光発電の適地は減少。また、太陽光発電施設が景観の悪化や環境破壊につ

ながったり、台風などの災害によるパネル破損や土砂崩れなどの事故が増加傾向にある。地元

住民からの反対の声を受け、太陽光発電施設の建設を規制する条例を制定する自治体は150を超

えた。このように、現在のペースで2050年までに日本の陸地に太陽光パネルを増やし続けるの

は困難である。 



 

 
図5 長野県の事例 

 

 以上のような長野県の事例も含め、日本では多くの太陽光パネル設置工事に関するトラブル

も存在しており、今までのように地上に太陽光パネルを設置するようでは、エネルギー発生量

が現在と同じように単純増加していかないのではないかというのが現状である。 

 

Ⅵ 現在日本の太陽光の2050年目標を達成するのに必要な土地の面積 

 本論文で使用する産業用の太陽光パネルはすべてQセルズ社のQ.PEAK DUO ML-G11.2を使用す

る。Q.PEAK DUO ML-G11.2は公称最大出力(パネル1枚あたりの発電能力)が490Wで、大きさは横11

34mm、高さ2054mmである。よって面積は2.329236㎡であるが、計算の便宜上本論文では2.3㎡と

した場合と仮定し、試算する。 

 JPEAによる50年の日本の目標は太陽光発電総導入量300GWであり、2020現在の日本の総導入量

は71.4GWであるため、残り30年で必要となるのは300–71.4=228.6GWである。太陽光パネル一枚

である2.3㎡あたりで490W発電できるため、現在必要な面積をｘ㎡とすると、 

2.3：490=ｘ：228.6×10^9 となり、この式を解くと、ｘ≒1.073×10^9㎡＝1073㎢となる。つま

り、日本がJPEAの目標を達成するためには、まだ1073k㎡必要となることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 



 

【３】問題提起 

 上記目標の達成を推し進めるためには、より多くの企業の太陽光発電への新規参入及び既存

事業者の事業拡張が不可欠となってくる。 

 ここでは、それら新規参入及び事業拡張にとっての問題を列挙する。 

Ⅰ 設置費用 

(1) 発電所の設置費用の推移 

 設置費用、すなわち初期費用の高さは新規事業への参入の障壁となるが、太陽光発電所を設

置するには、ソーラーパネルやパワーコンディショナー等のシステム費に加え、システムを設

置するための土地の造成費等も出資しなければならない。そのため、設置の段階で多額の出資

が求められる。図6は、10kW以上の太陽光発電所の設置費用とその構成の年別推移である。ここ

からわかるように、設置費用は2013年から2019年までは低減傾向にあったが、2021年にわずか

に上昇していて、近年、低減率は伸び悩んでいる。 

図6 太陽光発電の資本費及びその構成の設置年別推移 

(2) 設置費用の内訳 

 図6の内訳から読み取れるように、ソーラーパネルやパワーコンディショナー等のシステム費

用は2014年から毎年低減しているが、工事費と接続費は4年間、土地造成費は3年間上昇傾向に

ある。また、2021年の土地造成費に関しては、2013年比で5倍になっており、最も上昇している。

つまり、システム費用は低減が進んでいるものの、それ以外の費用は上昇が続いていると言え

る。 

  

(3) まとめ 

 近年、太陽光発電の設置費用の合計に低減傾向は見られない。更なる設置費用の低減を見込

むためには、ソーラーパネル等システム費用の低減だけでなく、土地造成費等の低減が求めら

れる。 



 

 

Ⅱ 適地の獲得とそれに伴う危険性 

 

(1) 太陽光発電所に必要な土地 

 

 太陽光発電所はソーラーパネル等のシステムを設置しなければならないため、広大な土地を

必要とする。また、斜面に設置すると土砂崩れの影響を受けやすくなり、安定させるための更

なる補強が求められるため、平地であることも求められる。図7は、原子力発電所が1年間運転

したときに作られる電気を太陽光、風力発電で作る場合に必要となる面積について示したもの

である。 

 
図7 原子力、太陽光、風力発電が必要とする面積の比較 

 図7より、太陽光発電は、風力発電よりは狭く済むものの、一定量の電気を作るために原子力

発電の約100倍の土地を必要とすることがわかる。 

 

(2) 太陽光発電の普及に伴う林地開発 

 (1)より、太陽光発電は広大で平らな土地を要求することがわかった。しかし、日本は国土が

狭い上に山地や林地が多い。そのため、太陽光発電の適地を得るために、林地等の開発行為が

増加している。図8は、固定価格買取制度(以下、「FIT制度」とする。)が開始された翌年の201



 

3年以降の、太陽光発電の設置を目的とした林地開発の面積と件数の推移である。

 
図8 太陽光発電の設置を目的とした林地開発の面積と件数の推移 

 

 開発される林地の面積の推移に大きな特徴は見られないものの、最新5年間の平均値を出すと、

年間約2750haもの林地が開発されている。林地は二酸化炭素を吸収するため、脱炭素を目指す

現代社会には貴重な存在と言える。したがって、開発行為それだけでも太陽光発電の問題点で

ある。 

 

 

(3) 開発に付随する危険性 

 林地等の開発による影響は、自然が減少することだけにはとどまらない。林野庁によると、2

016年から2019年の間に報道される程大規模な、太陽光発電所設置に係る土砂災害は30件起きて

いる。また、図9のように、太陽光発電所設置目的の林地開発は、他の目的の開発と比べて土砂

流出等が最大4倍ほど起きやすいこともわかっている。 



 

 
図9 太陽光発電と他の開発に係る林地開発地の面積別の土砂流出等の発生状況 

 

(4) まとめ 

 太陽光発電の適地の獲得のために、林地の開発行為や森林伐採が広い範囲で行われている。

太陽光発電の適地が少ない日本において、陸上での太陽光発電を促進しようとする場合、更な

る開発行為及びそのリスクを背負うことになる。 

 

Ⅲ 夏の発電効率の低下 

 

 発電効率とは、光エネルギーを電気エネルギーに変えられる割合を示す値である。発電効率が

低下すると発電量が減少するため、売電収入も減少する。よって、発電所の安定した収入を期

待するためには、発電効率を低下させないことが重要になる。 

 

(1)実例 

 太陽光発電は光エネルギーを直接電気エネルギーに変換する発電方法である。よって、発電量

は日照時間に比例し、夏に最も発電量が多くなると思われるが、実際は異なる。夏は高温によ

りソーラーパネルが温まり、発電効率が低下するためである。以下、詳しく見ていく。 

 

 (ⅰ) 日照時間 

 図10は、滋賀県の月別日照時間である。最も長いのは8月で、213時間ある。 



 

 
図10 滋賀県の月別日照時間(気象庁の気象データ平均値より制作) 

 

 (ⅱ) 発電量 

 図11は、滋賀県愛荘町にある太陽光発電所の月別発電量である。発電量が最も多いのは４月

である。日照時間は8月が最も長かったが、他の月と比べると、8月の発電量は大きく落ち込む。 

 
図11 太陽光発電所の月別発電量 

 

(2) まとめ 



 

 夏は日照時間が長く、本来最も多くの発電量が期待できる時期である。しかし、夏は高温に

より発電効率が低下するため、実際の発電量は春よりも少ない。発電量及び売電収入の増加を

見込むために、夏の発電効率を低下させないことが求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【４】政策提言 
 

 前章では、太陽光発電における2050年目標を達成する上での問題点を列挙した。ここでは、

それら問題点を解決するための政策を提言する。 

 なお、現状、エネルギー及び環境分野の政策立案は表1のように経済産業省、環境省等の多数

の省庁・機関にまたがっているため、本論文の政策を特定の省庁に提言するのは適切でない。 

 したがって本論文は、政府に対して政策を提言する。 

 

経済産業省 資源エネルギー庁、エネルギー政策全般 

環境省 気候変動対策全般、リサイクル環境保護 

文部科学省 次世代原発等の研究開発 

国土交通省 住宅や自動車の規制、航空や船舶の脱炭素 

総務省 自治体との調整 

表1 エネルギー及び環境問題における各省庁の役割 

 

問題点 

①土地造成費、工事費等の低減 

②適地の獲得とそれに伴う土砂災害 

③夏の発電効率の低下 

 

政策提言 

①海上太陽光発電の導入 

②水上太陽光発電の促進 

 

 

水上・海上太陽光発電の導入について 

 水上太陽光発電のメリットとして、近年上昇傾向にある土地造成費が抑えられ、陸上におけ

る森林伐採などの環境破壊が抑制できる点があげられる。加えて、陸上での太陽光発電は真夏

にパネルの温度が上がりすぎてしまい、発電効率が落ちてしまうが、水上なら水面の温度が地

上より低いため、真夏の発電効率低下を抑えることができる。そこで我々は2050年目標達成の

ために必要な容量300GW、土地面積1073㎢を、池・湖沼（水上）と瀬戸内海（海上）への太陽光

パネルの設置によって、日本政府が主導で行っていくことを提案する。 

 懸念点として挙げられる、海上・水上太陽光パネルの強風への耐性に関しては、現在水上で

の太陽光発電の設備の設置に対し、地上型のようなガイドラインが存在せず、事業者の技術水

準に任せていることが問題である。よって、周辺住民の不安を解消するために自治体が事故防

止策を事業者に求めるよう、制度を整えることに加え、政府によるガイドラインの制定を行う

ことで安全性の保障が可能である。また、海上太陽光パネルの塩害と高波への耐性について

は、塩害対策用のパネルの開発が進んでいることに加えて、フロート架台や係留システムを利

用することで航路やフジツボなども考慮して安全性を確保する方法があり、実際に海上太陽光

発電が行われているシンガポールではこれらの設備が使用されていることから、日本で導入し

た場合も解決の余地はある。 



 

 

Ⅰ 海上太陽光発電の導入 
 

⑴ 瀬戸内海での海上太陽光発電 

 海外ではオランダやシンガポールなどの国々が既に海上太陽光発電を行っており、陸上の土

地不足を解決できる新たな太陽光発電の形式として注目を集めている。例えばシンガポールの

ジョホール海峡に存在する海上太陽光発電所では、13,312枚の太陽光パネルと、それらを水面

に浮かべるフロート架台30,000個以上から構成されており、約600万kWの容量が見込まれている。 

 海上太陽光パネルの設置場所として、瀬戸内海、特に日射量の多い四国側が適している。199

3年から2012年までの20年間の都道府県別年間平均日射量において、高知県が2位、徳島県が7位、

香川県が11位、愛媛県が15位と四国の県が上位を占めていることがその理由である。 

 また、瀬戸内海は、現在実際に海上太陽光発電の行われているシンガポールのジョホール海

峡の地形と同様に、両側を陸地に挟まれた内海のため波が穏やかである。加えて、平均水深が3

8mと比較的浅いことから、太陽光パネル設置の深さの条件（後述）を満たしやすい。 

 

 
図12 ジョホール海峡の場所 

 

⑵海上太陽光発電へのFIT制度の導入 

 本論文の政策提言は日本政府に向けたものであるが、海上太陽光の日本での導入に向けて、

政府だけでなく、企業の水上・海上太陽光発電への新規参入及び事業拡大が不可欠である。そ

こで日本政府に対して、海上太陽光発電事業の民間への拡大のために海上太陽光発電の導入と

同時にFIT制度を導入することを提言する。FIT制度とは、資源エネルギー庁によれば、「再生

可能エネルギーで発電した電気を、電力会社が一定価格で一定期間買い取ることを国が約束す

る制度」である。現状FIT制度は陸上・水上太陽光には対応しているが、日本ではまだ行われて

いない海上太陽光には対応していない。しかし、FIT制度による電力買い上げは民間への普及に

不可欠である。企業にとって、海上太陽光発電に確実な売電収入というメリットを見出してこ

そ、スムーズな参入が可能になるためである。実際に、FIT制度が成立したのは2012年であるが、



 

下図からも伸びが分かるように太陽光発電の導入量の平均伸び率は2011年度までは9％であった

のに対し、2012年度以降には18％にも増えている。 

 以上より、2030年目標及び2050年目標の達成には、海上太陽光発電へのFIT制度の導入は必須

である。 

 
図13 太陽光発電の導入量と固定買取価格の関係 

  

⑶補える土地面積 

 現状分析で述べたように、2050年の目標を達成するためには太陽光パネル容量300GW、土地面

積1073㎢が必要である。そこで、瀬戸内海において実際どのくらいの面積にパネルを敷けるの

か検討する。 

 ここでは場所、深さ、面積の観点から条件を絞り、その合計をパネル敷設可能面積とする。

場所については瀬戸内海の四国側かつ大きな港の近辺を避けたところを、深さについては、前

述したシンガポールのジョホール海峡の水深が12mであることから、海上保安庁の示す等深線の

深さ20m未満の箇所を条件とした。そのうちのまとまった面積をパネル敷設のために利用できる

海上（下図の〇の部分）の面積の合計を、瀬戸内海の太陽光発電が行える面積として計算を行

ったところ、その面積は253.4㎢であった。 



 

 
図14 瀬戸内海のパネル設置の適地 

  

Ⅱ ため池、湖沼での水上太陽光発電 
 

(1)ため池、湖沼での水上太陽光発電 

 日本には数多くのため池があるが、ため池を所有する市町村、ため池を管理する地元の水利

組合には多大な費用を要するため、財政の厳しい自治体や水利組合にとってため池を運営、管

理することは財政上の１つの問題点となっている。しかし、今回のため池での水上太陽光発電

の導入により、市町村には行政財産の使用料、水利組合には水面利用料が入るため、財政の厳

しい自治体や水利組合にとって、貴重な財源となることができる。また、ため池は特定の都道

府県に集中していることがなく、全国各地に点在しているため、電力を安定的に供給すること

ができる。 

 

(2)補える土地面積 

 まず、太陽光パネルを設置するため池等の面積の条件を定める。資源エネルギー庁の「太陽

光発電について」(2021年12月)の資料によれば、100kW未満の太陽光発電所の1kWあたりの設置

費用は約37万円であるが、100kW以上になると設置費用は約31万円にまで低下する。つまり、10

0kW以上の太陽光発電所が割安であり、企業の参入等も多くなると考えられる。 

そのため、本論文では100kW以上の太陽光発電所を設置できる面積を計算し、その面積以上のた

め池を水上太陽光発電所の設置場所の対象とする。 

100kW以上の太陽光発電所を設置できる面積は 

100×1000÷490＝204.08（枚） 

これを205枚とし、205×2.3＝471.5（㎡） 

と計算できる。以上より、500㎡以上のため池を水上太陽光発電の設置場所とする。 

 農林水産省が令和4年3月末時点で発表した日本のため池の数は144263個あり、その中で面積

が500㎡を超えているため池は以下のExcel1にまとめた62984個存在する。これを面積に換算す

ると、この時点で最低でも282.4㎢を確保できている。 

 同様に日本の湖沼の中で面積500㎡以上のものは以下のExcel2にまとめた、134個存在する。

これを面積に換算すると794.5㎢を確保できている。 



 

 よって池・湖沼への水上太陽光発電により、土地面積1076.9㎢を補うことができる。これは

瀬戸内海海上へのパネル設置後に必要な面積819.6（1073－253.4）㎢を補うことのできるもの

であるとともに、余剰分は日本が2050年目標達成以降も太陽光発電の発電量増加に大きく寄与

すると考えられる。 
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